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「保健所職員、過労死ライン続々 最長で時間外
238時間」（「朝日新聞」７月３日）」「むつ市 接
種担当部署 過労死ラインを超える職員が半数以
上」（NHK青森）、「コロナ対策自治体職員３割
残業100時間超え 九州・山口・沖縄」（「読売新
聞」７月13日）。「自治体職員が過労死ラインを
超えて、働き続けている」という報道が相次ぎまし
た。しかし、その後もデルタ株の拡大やオリンピッ
クを強行した政府の姿勢も影響し、感染拡大は止ま
りません。国民のいのちと健康を守ることに、自治
体病院や保健所・公衆衛生の拡充は必須です。

自治労連が３つの政策提言

自治労連では、今年３月に「住民のいのちとくら
しを守りきるための３つの政策提言（案）」を発表し
ました。「雇用・福祉版」は国公労連、全労働と一
緒に、コロナ禍における失業者や生活困難者に対し
て、実態をつかみ支援策の強化、雇用保険制度の見
直し、生活保護制度の改善、相談体制の整備などを
提起しました。また、「保健所・公衆衛生版」では、
保健所の体制強化、ＰＣＲ検査のための体制づくり、
自宅療養者等へのフォローなどを提起しました。「自
治体病院版」では、新型コロナ感染者受け入れ医療
機関・療養施設の確保、新型コロナ感染者に十分対
応できる医師・看護師等の人員体制と労働環境の確
保、自治体病院の「再編統合計画」を撤回し地域に
なくてはならない医療機関の拡充を求めています。

「心の健康調査」実施へ

自治労連は、８月６日に厚労省で「待ったなし!
医療・保健所・公衆衛生の拡充」を掲げて記者会見
を実施。「いのち署名」（安全・安心の医療・介護
の実現と国民のいのちと健康を守るための国民署
名）はがき版に寄せられた住民の声と第５波と言わ
れる拡大により、さらにひっ迫した自治体病院や保
健所のリアルな実態を訴えました。総務省は、はじ
めて全自治体を対象にした「心の健康調査」を実施す

ると発表しました。11月をめどに結果をとりまと
め、来年３月までに報告書をまとめるとしています。

国家公務員も

過労死弁護団は、今年３月に「新型コロナウイル
ス感染症拡大に従事する国家公務員の過重労働に対
する緊急声明」を発表。特にコロナ対策に従事する
職員の長時間労働を一刻も早く是正することを政府
に強く求めました。東日本大震災後も、災害対応に
従事した公務員の中で、過重労働に起因する健康被
害や死亡が多くもたらされています。
災害時・緊急時にも対応できる「国民・住民を守

る人を守る」体制の拡充が急がれています。
次ページに、東京・京都から現場の声を紹介しま

す。 （編集部）
（２面につづく）
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「住民のいのちとくらしを守りきりたい」記者会見（８月６日）
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有事に対応できない貧弱な体制が明らかに
東京自治労連 書記長 安田直美

自治体職場や医療関連職場は日々奮闘を続けて
います。保健所は、業務維持のため、多くの自治
体で業務発令や人材派遣の保健師で対応していま
す。しかし、個人情報の管理や突発的な対応は専
門性と経験が必要で、結果的に正規職員が対応せ
ざるを得ず、負担軽減にはなっていません。
他職場でも、人員不足の厳しさに加え、保健所

の応援、ワクチン接種関連業務やワクチンパスポ
ートの申請業務に応援体制を組み、職員は疲弊し
きっています。医療現場は「デルタ株」の爆発的
な感染拡大で体制がひっ迫。通常医療も制限され
る状況にあり、救えるいのちも救えない状態です。
本来、法定時間を超えて労働させることは労働

基準法違反になり、労使で36協定を締結して、
はじめて最大月45時間・年360時間の時間外労
働が認められます。しかし、医療現場では、労基
法33条３項「公務のために臨時の必要がある場
合…」の規定を都合よく解釈し、コロナ対応を大
規模災害時と同様「特例業務」として適用していま
す。そもそも、長期にわたる対応は「特例業務」
に該当しません。患者のいのちを救う医師や看護
師の命と健康を、最優先にとらえる対応は待った
なしの状況です。
国が進めてきた、自治体「構造改革」による職員

の削減や民間委託などで、業務が縮小され、全く余
裕がなく、有事に対応できない貧弱な体制をコロ
ナ危機が明らかにしました。住民の暮らしと命を
守ることが最優先であり、有事に対応できる自治
体、医療職場の体制確保が求められます。

第第４４回回理理事事会会報報告告

８月４日、第４回理事会を開催しました。
新型コロナウイルス感染が収束するどころか、最

大規模で広がるもと、事務局も含め参加者全員が
WEBを利用し２６人が参加しました。（欠席１２人）
長谷川副理事長の進行のもと、冒頭、前回理事会

で承認され就任した垰田理事長が開会あいさつ。そ
の後、事務局より活動経過、各参加者より、各地・
各団体の取り組み報告と交流、情勢と当面する諸課
題について報告・提案が行われました。
協議事項では、垰田理事長就任まで、理事長代行

を担っていただいた田村副理事長の代行の任を解
き、改めて副理事長として活躍いただくことを確認

しました。
地方センター交流集会（７月３日）とその後の地

方センター部会（７月７日）の報告が併せて行わ
れ、今後の持ち方について活かしていくことを確認
しました。
また、WHO／ILOが５月に出した「長時間労

働と死亡の因果関係についての報告」を真摯に受け
止め、防止策に活かすよう、全国センターとして意
見を表明していく内容が確認されました。
第24回総会については、コロナ感染症の収束が

見通せないもとで、メイン会場は全労連会館２階を
確保しつつ、オンラインを基本に12月８日（水）13
時30分から開催することを確認し、田村副理事長
の閉会あいさつで締めくくりました。 （前田博史）

コロナ対応で「死ぬか、辞めるか」
京都市職員労働組合 書記長 大野由晴

京都市役所の2020年度の時間外勤務の状況は、
年間1000時間超が38人、1500時間超が９人、
最多時間数は1995時間でした。1500時間超は全
員が感染症対応の部署で、深刻な状況です。
昨年度まで感染症担当で働いていた保健師さん

に話を聞くことができました。
「第３波のときが一番しんどくて朝３・４時ま

でやるのが普通、朝６時までの日もありました。
一日の食事をとるのは早くて夕方、深夜０時に食
べる時も。食欲はなく低血糖で手が震えるので栄
養を入れるという感覚。朝は駅まで歩く気力がな
く自腹でタクシーで出勤していた。感染者はみん
な怒っていて「死んだら一生呪ってやる」「何も
できないなら電話してこなくていい」と言われ無
力感に襲われた。職場で涙が止まらなくなってト
イレに駆け込むこともあった。トイレで必死に涙
を抑えてまた仕事をした。頭痛・倦怠感・胃痛・
動悸は常にありました。いつ死んでもおかしくな
いと思い、明日ちゃんと目が覚めるのか不安に思
いながら眠りにつく日々でした」。
このように当時の話を聞かせてくれた保健師さ

んは、「死ぬか辞めるか」という苦渋の決断を迫
られ2021年３月末で退職されました。
今年度も、新規採用の保健師が配属後１カ月で

病気休暇を取る事態です。職員は文字通りいのち
を削って働いているにも関わらず、感染症対応が
追い付いていないのが実態です。

現場からの声 東京自治労連・京都市職労



「いの健」板橋センターでは、「化学物質による
膀胱がん学習会」を７月10日、あーちぷらざ（東
京土建板橋支部会館）にて開催し、20人が参加し
ました。
この企画は、膀胱がんで裁判になっていた三星化

学工業の本社が板橋にあること、東京土建一般労働
組合板橋支部の組合員２人がウレタン防水に使用さ
れるMOCAによる膀胱がんで労災申請したこと、
かつて板橋区内には化学工場が多くあり、労働組合
と民医連の医療機関が職業病対策を取組んだ歴史が
あることから、「講師を呼んで勉強しよう」と、東
京センターと一緒に開いたものです。

退職後に発病のケースも

講師は、「職業がんをなくす患者と家族の会」事
務局長で、化学一般関西地方本部顧問の、堀谷昌彦
さん（写真）が引受けていただきました。私たちに
は苦手な「化学」の初級者向けに、化学物質とはど
んなものか、職業がんとの因果関係、必要な対策に
ついての講演を依頼しました。
堀谷さんは、まず、職業がんには様々な要因があ

るものの、日本ではほとんど私病として見過ごされ
ている現状を数字をあげて説明。そして、発がんの
メカニズムと特徴について話し、「動物実験で発が
ん性がある物質は、人間に大丈夫なはずがない。そ
もそも安全な化学物質は１つも無い」「人に対して
発がん性の証拠が明確な物質が少ないのは、人体実
験ができないためで、かなり後になってから、場合
によっては退職後の発病もある。」と、意識の薄か
った私たちに警鐘を鳴らしました。
今後の対応については、三星化学の判決にも触れ

て、「法規制を待たずに職場での対策を進めること

が重要」「膀胱がんは早期発見すれば救えるので、定
期的な特殊健診の体制を」と、取組みを促しました。

患者・労組・専門家が一緒に

講演の後、参加者から各産業での被害の報告がそ
れぞれ出され、三星化学の訴訟原告団の田中康博さ
んもリモートで報告いただきました。そして、職業
がんの映画制作協力について、プロジェクト代表の
宮沢さかえさんより訴えがあり、閉会しました。
参加者アンケートでは、「アスベスト被害同様、

これから増えていくと思う」「労災認定させるには
自分一人では限度がある。多くの患者と専門家・労
組がともに取り組むことが重要だと分かった」「力
強い報告だった」「自分の経験を生かして他の被害
者を応援するのは、えらい人だと思った」などの声
が寄せられました。
急きょ企画したため、板橋センター内には今回参

加できなかった団体も多かったのが残念でした。そ
のため、次回の板橋センター理事会では、堀谷さん
にリモートでミニ講演をしていただく予定で、今後、
地域で運動を進める一歩にしたいと考えています。

（板橋センター 後藤淳二）

北海道建設アスベスト訴訟（第１陣） 国との初の集団和解 札幌高裁

８月５日、北海道建設アスベスト訴訟（第１陣）
は、被災労働者21人と国との間で、国が２億5000
万円余りを支払うことを内容とする和解が成立しま
した。
５月17日の最高裁判決、翌18日の国と原告・弁

護団との基本合意を受け、国との初の集団和解とな
りました。
2011年４月25日の提訴以来、10年以上もの期間

を要しましたが、全面解決に向けての大きな一歩を
踏み出しました。作業員だった夫を中皮腫で亡くし
た佐々木千恵美さんは、「国が謝罪したのは当然だ

が、 10 年
は重く、長
かった」と
語っていま
す。
建材メー

カーとの和
解は成立し
ておらず、
裁判は継続します。一日でも早い解決に向けてメー
カーの誠意ある対応を求めます。 （編集部）

「動物実験で発がん性がある物質は、人間に大丈夫なはずがない」「動物実験で発がん性がある物質は、人間に大丈夫なはずがない」
化学物質による膀胱がん学習会化学物質による膀胱がん学習会

北海道アスベスト被害支援弁護団「ホームページ」より
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今こそ人間らしく働ける職場と社会を
働き方を見直す京都集会京 都

コロナ禍でも活動のあゆみを止めない
第８回総会

過労死
防 止

労働組合などでつくる実行委員会が主催する
「STOP THE 働きすぎ! 働き方を見直す京都
集会」が７月10日、京都市中京区のラボール京都
で開かれました。例年午前の全体会、午後から分科
会を開催してきましたが、昨年はコロナ感染拡大で
開催できませんでした。今年は、午後から全体会の
みの開催となり、Zoomによるオンラインでの参
加も含め、約100人が参加しました。
国会パブリックビューイング代表で、「ご飯論法」

で注目を集めた上西充子法政大学教授が、「『コロ
ナだから仕方が無い?』を疑え!労働をめぐる呪いの
言葉の解き方」と題して記念講演。上西氏は、感染
リスクによるストレスや、経営環境の激変による収
入減、先が見えない中でのやりくりの困難など、コ
ロナ禍によって新たに生まれた葛藤があると指摘し
ました。「コロナだから仕方がない」と一人で抱え
込まないで、その解決のための思考と行動を縛る「呪
いの言葉」（一見もっともらしいが、相手の思考を
縛り、あきらめに追い込む言葉）に気づき、その呪
縛を解くことの重要性を指摘。ポジティブな言葉や
イメージが大切で、主体的な言動を促す言葉や、自

らの生き方を肯定する言葉が大事で、「私は黙らな
い」「声を出す」ことの大切さを強調しました。そ
して、会場参加やオンライン参加者とのグループワ
ークで「本質的な問題を浮かび上がらせる言葉」の
思考を実践しました。
梶川憲京都総評議長が実行委員会を代表してあい

さつ（写真）。働くもののいのちと健康を守る京都
センターの新谷一男事務局長が基調報告し、集会に
むけて行った「働き方改革で職場にどのような変化
が生まれたのか」「職場でのコロナ禍の対策や取り
組み」に関する職場アンケートの結果を報告。
脳・心臓疾患の労災認定基準・過労死防止大綱の

見直し、京都市職員の長時間労働の実態と対策、ア
スベスト最高裁判決結果について、それぞれ特別報
告がありました。 （京都センター 新谷一男）

７月17日、第８回過労死防止全国センター総会
をオンライン開催しました。参加者は63人（厚労
省２人、委託業者２人、オブザーバー含）。
同日、１年半ぶりに「新ストップ!過労死・全国

ニュース第10号」を発行しました。
開会にあたり共同代表の川人博弁護士から基調報

告がありました。「今年５月17日、WHO・ILO
の共同で長時間労働による死亡の報告があった、こ
れは歴史的なこと。週55時間労働は月65時間の時
間外労働に該当する。新型コロナウイルスのパンデ
ミックにより働き方が変わり労働時間増加の傾向が
ある。テレワークにより労働と家庭生活との境界が
なくなり曖昧になるとも指摘されている。あまり知
られていないが、世界的に「ビジネスと人権」が大
きなテーマになっている。2011年に国連人権理事
会は「ビジネスと指導原則」が採択した。EUでは
この10年間ビジネスと人権問題の法令が制定され
ている。今回のWHO報告はこうした問題を重視

する国連の動きが背景にある。ILOハラスメント
条約が採択され、日本企業トヨタ社長が遺族へハラ
スメントを謝罪し公表した。ユニクロは製造過程の
人権問題で差し止められた。我々も国内だけでなく
国際的に闘っていくことが必要だ。」と提言されま
した。次に、厚生労働省から新大綱について報告が
ありました。コロナ禍に伴う過重労働への対応、新
たな働き方へのガイドラインの周知、過労死防止対
策を公務員（国家・地方）も同様に取り組む、遺児
の相談対応、数値目標について、パブリックコメン
トが200件あったなど報告されました。次に、委託
業者（プロセスユニーク）から、啓発シンポジウム、
啓発授業、遺児交流会の実施報告があり、各団体（防
止学会、過労死弁護団、家族会）の活動報告があり
ました。
休憩後に各地の報告が行われ、大綱のパブコメ参

加や独自に啓発授業のパンフレットを作成した先進
的な報告があり、コロナ禍でも過労死防止活動のあ
ゆみを止めない前向きな取り組みが多く、大変充実
した総会になりました。

（全国過労死を考える家族の会 寺西笑子）

各地・各団体のとりくみ
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安全衛生実現に必要な連帯の力
近畿ブロック学習交流会近 畿

パワハラが蔓延する職場は遵法精神がない
第５回北陸セミナー北 陸

第11回近畿ブロック働くもののいのちと健康を
守る学習交流集会（全労連近畿ブロック・いの健近
畿ブロック共催）が奈良市で開催されました。今年
はZoomによるオンライン開催となり、府県ごと
にサテライト会場を設け、自宅からも含めて41人
の参加となりました（写真）。
菅義人全労連近畿ブロック議長が「コロナ禍は、

国民のいのちを大切にする政治かどうかが問われる
ことになった。菅政権は、後手後手のコロナ対策。
過労死防止を言いながら、労働者を働かせ放題にし
ようとしている」と開会あいさつで批判しました。
記念講演は、垰田和史「いの健」全国センター理

事長が「働くものの安全衛生実現に必要な連帯の力」
と題して行いました。障害児学校や医療福祉の現場
で、労働者の健康を守る活動にかかわってきた経験
にも触れながら講演しました。
まず働くことの意味に触れ「健康に働くためには、

睡眠時間がきちんと確保され、疲労が回復されるこ
とが大事だ」と指摘しました。労働時間管理、時間
外労働の縮減などを図らないと「過労で人は心を亡
くす（忙）ことになる」と強調しました。腰痛・け

い頚腕障害
の実態を紹
介し「働き
方を変え、
福祉用具な
どの導入に
よって労働
の負荷が軽
減され、予防効果を上げている」ことを、事例をあ
げて説明しました。「労働衛生の進歩は、労働者の
犠牲の上に成立している。救済だけでなく予防が大
事である」と結びました。
「建設アスベスト訴訟の結果とその教訓」を関西

アスベスト訴訟大阪訴訟団の奥村昌弁護士が行い、
「過労死をめぐる防止大綱の見直しと、認定基準の
改定について」は、具体的にその内容と問題点に関
して、全国過労死家族の会の代表の寺西笑子さんが
特別報告をしました。
大阪センターから三星化学工業の損害賠償裁判

で、企業責任断罪の判決が下されたことが報告され、
兵庫センターが、菓子メーカーのゴンチャロフで長
時間パワハラにより青年が自死した事件が、会社と
の和解が成立したことを報告しました。

（京都センター 新谷一男）

第５回北陸セミナーを７月31日開催しました。
会場とリモートの併用開催で20人が参加しました。
第１講座「過労死認定の課題とパワハラ訴訟の事

例」は金沢合同法律事務所の徳田隆裕弁護士（写
真）が報告しました。2021年７月「脳・心臓疾患
の労災認定の基準に関する専門検討会報告書」が出
され変化がうまれてくると指摘しました。時間外労
働の規準（月100時間、２～６カ月平均80時間）
はそのまま維持されたものの、過労死ラインに達し
ない時間外労働に労働時間以外の負荷要因が加味さ
れて労災が認められるケースがうまれてくるとのこ
とでした。労災認定の事例では、社用車で営業勤務
した移動時間を業務と判断し、勝訴したケースが報
告されました。被災した教員のケースでは、労働時
間は認定基準に満たなくても、自宅の持ち帰り残業、
土・日の部活引率で疲労回復を遅れさせたと判断、
業務上とされた事例が報告されました。
パワハラについては、２０２０年６月「改正労働施策

総合推進法」が出され、パワハラ
の定義が法律で明記されパワハラ
防止が義務付けられました。しか
し、パワハラ訴訟の事例では、①
立証の難しさ、②適法な業務指導
と違法なパワハラの線引きの難し
さ③慰謝料の金額が低い（50万
未満が多く裁判に至らない事例も）の３点のハード
ルがあると指摘。徳田弁護士は、パワハラの損害賠
償請求時は未払残業代を一緒に請求するとのとでし
た。パワハラが蔓延する職場は、遵法精神もない職
場だと思いました。
第２講座「安全・衛生活動の職場での取り組み」

は全労働省労働組合の酒井崇氏が報告しました。担
当官として経験した労災事故が及ぼす影響の大きさ
が話されました。労働災害を発生させてしまった場
合に４つの責任（①刑事②民事③行政④社会的責
任）がかかること、会社社長だけでなく管理責任者
にも責任がおよび損害賠償は労災補償を超えるこ
と、法律で定める最低限を守っても不十分とのこと
を指摘しました。 （石川センター 川上仁志）

各地・各団体のとりくみ
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コロナ禍の下～困難な中でも意気高く～
第18回総会東 京

７月18日、 東京センターの総会は開催しました。
コロナ感染が拡大している情勢下、延期あるいは書
面議決形式などの意見もありましたが、充分な感染
防止対策を講じて、当日は実出席+ZOOM出席の
形式で実施しました。６月19日に労働安全衛生学
校を実施した後の連続した取り組みでしたが、なん
とか議案書や会計報告、付随資料を会員に事前発送
をすることができました。
総会当日は代議員の実出席は８人、ZOOMでの

出席者は15人、委任状26人、役員出席17人（実出
席14人、ZOOM参加３人）、オブザーバー参加５
人でした。いつもより少ない参加状況でしたが、困
難な時期に負けない決意がみなぎった総会となりま
した（写真）。
総会の第一部は、天笠崇理事長の「コロナ禍の職

場の精神衛生」のテーマでの記念講演でした。感染
症の歴史から説き起こし、新興感染症としての
COVID-19に言及し、その特徴と対策を明示しま
した。さらに今日感染によってもたらされた諸影響
を例示。最後に「感染症」について①防ぐために、②
振り回されないために、③推奨されているストレス

対策について
説明しまし
た。「気づく
力」「聴く力」
「自分を支え
る力」「ねぎ
らいと敬意」
などのキーワ
ードが話されました。
第２部は議案の提案後、参加者討論に入りました。

ZOOM参加者を含めて７人が発言しました。地域
の労組・団体と協力してフードバンクの実施経験、
医療職場の厳しさと安全確保の取り組み、子どもた
ちの学ぶ機会の確保と教職員の過重負荷労働、電気
機器産業の大合理化の実態、過労死の認定基準改定
の問題点と認定の困難さの現状、労働行政の後退状
況、建設アスベスト最高裁判決の意義（文書発言）
などが出されました。
コロナの被害が「人災」化し、菅内閣の悪政が続

く中で、働くものの命と健康をどのように守ってい
くのか、改めて「いの健」活動の役割を自覚させら
れる総会となりました。議案を全体の拍手で確認し、
新年度の役員を選出して無事総会は終了しました。

（東京センター 色部 祐）

2018年、日本でもMeToo運動が広まるきっか
けとなったのが、財務省高官のセクハラ行為と、「セ
クハラ罪はない」と言い放った麻生大臣の発言に、
性暴力被害者が声をあげはじめたことでした。今年
２月には五輪組織委員会の森前会長が女性蔑視発言
をし、女性たちの怒りと抗議行動は全国であっとい
う間に広がりました。
本書は、弁護士、労働組合、大学教授、NPO法

人代表など10人が、セクハラを許容する日本社会
をどう変えるのか、多側面から実態と課題、解決策
を探る内容となっていて、巻末には「脱セクハラ社
会への提言」も掲載されています。
編著の１人、角田由紀子弁護士は、セクハラは暴

力であり、家父長制や性的役割分業が根強く残る日
本が暴力を容認する社会構造であること、男性によ
る女性支配の現状として男女の賃金格差があるこ
と、女性への性的支配を助長しているものに「ポル
ノと売買春」をあげるなど、「歴史と構造」を詳し
く分析。「セクハラをなくすには家父長制と手を切
ること」、「長いものにも巻かれず、自分の意見を

持ち、表現できるような
訓練が必要」、「長い時
間かけてこの社会はセク
ハラを生み出し許容し維
持してきたのだからそれ
と闘うには地道な闘いが
必要である」との言葉が
ずしんと胸に響きます。
少し横道に逸れます

が、角田由紀子弁護士は、
1953年徳島ラジオ商殺
人事件の再審請求弁護団
の１人です。夫殺しの犯人にされた「内縁の妻」の
冨士茂子さんは再審請求で1985年無罪となりまし
たが、２度の離婚歴と経済力もあり、取り調べ時で
も「泣かない」女性だったことが殺人犯にされた要
因だと、２年前、徳島での講演会で初めてお話を聞
きました。この事件がきっかけで弁護士としての仕
事の方向が決まったとも話され、それ以来私は角田
先生のファンです。

各地・各団体のとりくみ

私私のの一一冊冊 ⑪ 徳島センター 井上玉紀 『脱セクシュアル・ハラスメント宣言 ～法制度と社会環境を変えるために』

かもがわ出版 角田由紀子・伊藤和子編著
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厚労省の脳・心臓疾患労災認定
基準に関する専門検討会は、７月
１５日に報告書を発表しました（概
要・右図）。パブリックコメント
を経て、９月上旬には、新しい「脳
・心臓疾患の労災認定基準」を厚
労省労働基準局長通達して発出、
実施するとしています。２０年ぶり
の改訂でしたが、内容は、不十分
と言わざるをえず、５月に出され
た WHO／ILO の「５５時間／週
以上の労働者の脳・心臓疾患のリ
スクが高い」という報告もいかさ
れていません、いの健全国センタ
ーでは、抜本的な改訂を求めるパ
ブリックコメントを提出し、新基
準について労働時間以外の負荷など、充分に妥当な
運用が行われるよう要求していきます。引き続き、
精神疾患の認定基準改訂への活動を進めます。

「脳・心臓疾患の労災認定基準専門検討会報告書」
に対しての意見と要望（パブリックコメント）

２０２１年８月１９日
働くもののいのちと健康を守る全国センター

脳・心臓疾患の労災認定率は昨年過去最低となっ
た。長期間における時間外労働時間数や「睡眠時間」
を基本に時間外労働の上限を規定する考え方の変更
など、根本的な改訂を求める。
１．【基本的な考え方】
これまでの認定基準における労働時間偏重主義を

改め、「労働時間」「交代制勤務・深夜勤務」「精神
的緊張」の３つを柱にして、労災認定を行うこと。
２．【労働時間関係】
� 脳・心臓疾患の労災認定における時間外労働
時間数を「６５時間超」とすること。
� 指揮命令下にある移動時間、直行・直帰の出
張、遠隔地への異動による長距離の通勤時間に
ついては、労働時間と同様の扱いとすること。

� 労働実態に即した正確な把握に努めること
（持ち帰り残業、朝礼、早出なども）

３．【交代制勤務・深夜勤務】
� 「交代制勤務・深夜勤務」を伴う業務は「付
加要因」ではなく、「時間外労働」と同様の過
重な負荷として取り扱うこと。

� 勤務間インターバルに関して

「勤務間インターバル」が十分とれていない
勤務は、勤務の不規則性のみ重視するのではな
く、負荷が増大すると評価すること。職種、時
間帯などを充分に、考慮すること。

４．【精神的緊張を伴う業務】
� 精神的緊張を伴う業務は「付加要因」ではな
く、「時間外労働」と同様の過重な負荷として
取り扱うこと。

５．【被災労働者の多様性】
� 過重性の評価にあたっては、被災労働者の多
様な属性を充分に考慮した認定を行うこと。少
なくとも障害者枠雇用や障害者手帳を持つ人な
どは、一般的な「同僚」を基準とするのではな
く、障害をもつ被災本人にとっての過重性を判
断すること。また、障害者雇用枠や障害者手帳
をもっていない労働者でも障害をもち、業務内
容について軽減措置を受けている労働者につい
ては同様に十分配慮すること

６．【評価期間】
� 負荷の評価期間について。「長期間の過重業
務」の評価期間について発症前１年とすること。
少なくとも、発症前６か月より以前に、発症を
示唆する出来事や時間外労働がある場合、せめ
て１年間は遡って調査すること。

７．「WHO/ILOの長時間労働と死亡のリスクの報
告」と同様に「週５５時間以上の労働と脳・心臓疾
患について」の調査研究を行い、認定基準改定
に活かすこと。 以上。

過労死（脳・心臓疾患/精神疾患）労災認定基準改定の運動をさらに進めます
署名３６０００筆を提出 ありがとうございました

過労死（脳・心臓疾患/精神疾患）労災認定基準改定の運動をさらに進めます
署名３６０００筆を提出 ありがとうございました
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全国手話通訳問題研究会は、2020年に全国の手
話通訳者の協力を得て実施した「雇用された手話通
訳者の労働と健康についての実態に関する調査研
究」（写真）を2021年３月に発表しました。
この調査は1990年の第１回調査以降、５年ごと

に実施しているもので、2020年で７回目の実施と
なりました。第１回の1990年の調査では対象者数
は598人でしたが、2020年には３倍の1989人とな
りました。
いま、コロナ禍により、毎日のように、記者会見

が行われていますが、すぐ横には手話通訳者が必ず
ついていて記者会見の内容を手話で伝えています。
また、台風や洪水などの荒れた天気の時でも、気象
庁の会見の際に、手話通訳者がついて会見の内容を
手話で伝えています。このように手話通訳は、障害
者にとってなくてはならない存在になっています。

５年に１回の調査

わが国で公的な手話通訳制度が、手話通訳奉仕員
養成事業として始まったのは、1970年のことでし
た。
手話サークルで手話を学んだ人を「手話奉仕員」

として養成することから始まりました。1973年か
らは手話通訳設置事業が、1976年からは、手話奉
仕員派遣事業が開始され、現在の手話通訳制度の原
型が完成します。
こうした中で頸肩腕障害などが発生し、補償や対

策などの検討が進められました。頸肩腕障害では、
北海道や滋賀などで発生し、労災認定の取り組みが
進められました。
全国の手話通訳問題研究会は1990年から５年ご

とに実態調査を行い、よりよい手話通訳制度実現の
ために課題を明らかにしてきました。今回の2020
年の調査は、全国手話通訳問題研究会・全日本ろう
あ連盟・日本手話通訳士協会・全国聴覚障害者情報
提供施設協会と専門家で調査委員会を立ち上げ、厚
生労働省の推進事業として実施されました。
2020年の調査では、①有効回答者数、対象者数、

回収率、対象者の増加状況、②高齢化する手話通訳
者、③頸肩腕の痛み訴え率の年次推移、④危険自覚
症状訴え率、⑤高ストレス者、⑥支えられていると
感じる人、人間関係の悩み、⑦電話リレー業務従事
者の頸肩腕背の痛みの訴え率、⑧健康を守る取り組
みの状況（学習会・ストレッチ体操・特殊検診の実
施状況）、長時間の手話通訳における交替の有無、

電話通訳におけるイ
ヤフォン・ヘッドフ
ォンの使用状況、な
どが報告されまし
た。
この調査を担当し

てきたのが、いのち
と健康を守る全国セ
ンターの理事長にな
られた垰田和史先生
（現びわこリハビリ
テーション専門職大
学教授）でした。

手話通訳派遣事業の留意事項

こうした手話通訳者の健康問題については、厚生
労働省が、1998（平成10）年に手話通訳派遣事業
の留意事項として
①実施主体は、手話通訳者の資質向上に配慮すると
ともに、健康管理に留意すること。

②１人の手話通訳者が連続して通訳する時間は、原
則として１時間以内とすること。なお講演会等の
場合は30分以内とする。という基準を定めてい
ます。
また、2013（平成25）年には、厚生労働省障

害福祉部が、意思疎通支援事業実施要綱として、
①市町村の責務
市（区町村）長は、この事業に従事する意思疎通

支援者の健康と安全の確保に努めなければならな
い。
②頸肩腕障害に対する健康診断
市（区町村）長は、意思疎通支援業務の持続性に

より発症が危惧される頸肩腕障害・メンタルストレ
スに起因する疾患等の健康障害を予防し、意思疎通
支援者の健康保持を図り、もってこの事業の健全な
運営を確保するため、必要に応じ、意思疎通支援者
の頸肩腕障害に関する健康診断を実施する。
と定めています。
私は、日本手話通訳士協会の健康対策委員を委任

され、実態把握に努めると共に、
各地の手話通訳士協会に招かれ
講演活動を行っています。
報告書はここから見ることが

できます。�（社会医学研究セ
ンター 村上剛志）

手話通訳者の健康が守られよりよい手話通訳制度を実現するために
『雇用された手話通訳者の労働と健康についての実態に関する調査研究』
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